
　　建設リサイクル法関連 
 

建 業 号 外           
建 技 号 外           
平成１４年５月２４日 

公共工事発注機関の長様

建 設 業 室 長          
技 術 管 理 室 長          

 
「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」の本格施行に伴う 

      当面の契約事務処理について 
 
 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12年５月 31日法律第 104号。
以下「法」という。）が平成１４年５月３０日に本格施行されるところであるが、当面の間

県発注工事については下記により取り扱ってください。 
記 

 １ 契約書への記載 
  (1) 建設工事が、法第９条第１項に規定する対象建設工事の場合は、 
     ア 分別解体等の方法 
     イ 解体工事に要する費用 
     ウ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地 
     エ 再資源化等に要する費用 
     について、契約書（別添書面）に記載するものとする。 
   (2) 別添書面の内容 
     法第１３条及び特定建設資材に係る分別解体等に関する省令第４条に定める書面の様式 
    は別添書面とし、別紙（別紙様式１ないし３）のとおりとする。 
  ２ 契約事務 
  (1) 設計図面等配布時 
    入札参加者への周知に努めるため、縦覧に供する資料等に以下の内容を記載する 
   こととする。 
    ◎「落札者は入札後、契約書作成までの間に次の内容を決定し、下記の事項を記 
      載した書面を契約担当者へ提出すること。」 
     ① 分別解体等の方法 
     ② 解体工事に要する費用 
     ③ 特定建設資材廃棄物の再資源化等をするための施設の名称及び所在地 
     ④ 特定建設資材廃棄物の再資源化に要する費用 
   (2) 契約担当者による確認及び契約 
        契約担当者は、契約締結前に落札者から法第１２条第１項の規定により提出され 
      た説明書（別添参考様式１）の内容を十分確認を行った後、建設工事請負契約書（別 
     紙様式１ないし 3を添付すること）の作成内容を落札者と協議のうえ、契約を締結するもの 

―――――――――――

――――――――――――――――――――

――――――
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     とする。 
    (3) 契約日 
       工事の契約に当たっては、原則落札の通知を受けた日から７日以内に契約を締結するこ 
     ととなっているが（財務規則第５０条、入札心得第 17条）、法施行による混乱等も予測され 
     ることから、特に必要と認めた場合の規定を適用し、この期間を延長することができるものと 
     する。 
    (4)  工事着手 
        工事着手日については、法第 11条の規定により、あらかじめ知事（特定の市町村長）  
    に、対象建設工事の通知（別添参考様式２）を提出する必要があることから、提出日以降に 
    工事着手すること。従って、請負業者に対して提出日を通知すること。 
   (5) 提出先  
      法第 11条の規定により、あらかじめ提出する対象建設工事の通知は、各市町村の担当  
    窓口(別紙一覧表のとおり）経由で知事に提出することとなるが、建築基準法第２条第 36号 
    に規定する特定行政庁である市町村(建築主事を置く市町村。)に係る工事については、当 
    該市町村長へ提出することとなるので、注意すること。 
      なお、複数の市町村に跨る工事については、それぞれの市町村に提出する必要がある 
    ので、併せて注意すること。 
    (6)  変更契約 
       変更契約の手続は、その必要が生じた都度、契約担当者と受注者が協議の上、速やかに 
     行うものとする。 
    (7)  再資源化等報告書 
       法第１８条第１項の規定に基づく再資源化等報告書（別添参考様式３）については、原 
      則として工事完成届に添付し提出させるものとする。 
       ただし、再資源化施設の都合により、工期内に処理が完了しない場合には、再処理施 
      設への搬入済であることが確認できる書類を提出させるものとし、再資源化が完了した時 
      点で速やかに再資源化等報告書をあらためて提出させるものとする。 
 ３ 下請け業者への告知書類 
   対象建設工事受注者は、その請け負った建設工事の一部を下請けに出す場合、法第 
  １２条第２項の規定により、当該工事が法第１０条第１項の規定により届けられた事 
  項を当該下請け業者に対して告知する義務があるが、併せて当該告知書（別添参考様 
  式４）の写しを監督員に提出することとする。 
 ４ その他 
      本通知以前に、既に公告、指名通知等を行った工事でかつ５月３０日以降に契約を 
    締結するものについては、落札者に対して、本通知内容を説明の上、協力を願うもの 
    とする。 
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別紙様式１ 
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条及び同省令第４条に基

づく書面 
 

（建築物に係る解体工事） 
 
１．分別解体等の方法 

工   程 作 業 内 容 分別解体等の方法 
①建築設備、内装材等 建築設備、内装材等の取り外し 

□有り  □無し 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 
併用の場合の理由 
（           ） 

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 
併用の場合の理由 
（           ） 

③外装材、上部構造部分 外装材、上部構造部分の取り壊し

□有り  □無し 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

④基礎、基礎ぐい 基礎、基礎ぐいの取り壊し 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 ⑤その他 
（         ） 

その他の取り壊し 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

   ※当てはまる□に「レ」印を記入。 

 

 
２．解体工事に要する費用（直接工事費） 
 
                              円（税抜） 
 注 解体工事に伴う分別解体及び積み込みに要する費用とする。 

   仮設費及び運搬費は含まない。 

 
３．特定建設資材廃棄物の再資源化等をするための 

施設の名称及び所在地                 別紙のとおり 
 
 
４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用（直接工事費） 
 
                               円（税抜） 
 注 運搬費を含む 

 
 



 
（別紙様式２） 
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条及び同省令第４条に基

づく書面 
 

（建築物に係る新築工事等の場合） 
 
１．分別解体等の方法 

工  程 作  業  内  容 分別解体等の方法 
①造成等 造成等の工事 

□有り  □無し 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

③上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事

□有り  □無し 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

④屋根 屋根の工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事

□有り  □無し 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑥その他（     ） その他の工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法   □手作業 
□手作業・機械作業の併用 

    ※当てはまる□に「レ」印を記入。 

２．解体工事に要する費用（直接工事費） 
 
                               円（税抜） 
 注 解体工事に伴う分別解体及び積み込みに要する費用とする。該当ない場合はその旨記載。 

   仮設費及び運搬費は含まない。 
 
３．特定建設資材廃棄物の再資源化等をするための施設の名称及び所在地 
 
                             別紙のとおり 
 
４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用（直接工事費） 
 
                              円（税抜） 
 注 運搬費を含む 
 
 
 
 



（別紙様式３） 
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条及び同省令第４条に基

づく書面 
 
（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）の場合） 

 
１．分別解体等の方法 

工  程 作  業  内  容 分別解体等の方法 
（解体工事のみ） 

①仮設 仮設工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

②土工 土工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

③基礎 基礎工事 

□有り  □無し 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

④本体構造 本体構造の工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑤本体附属品 本体附属品の工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑥その他（     ） その他の工事 
□有り  □無し 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法   □手作業 
□手作業・機械作業の併用 

  ※当てはまる□に「レ」印を記入。 

 
２．解体工事に要する費用（直接工事費） 
 
                               円（税抜） 
 注 解体工事に伴う分別解体及び積み込みに要する費用とする。該当ない場合はその旨記載。 

   仮設費及び運搬費は含まない。 
 
３．特定建設資材廃棄物の再資源化等をするための施設の名称及び所在地 
 
                             別紙のとおり 
 
 
４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用（直接工事費） 
 
                              円（税抜） 
  注 運搬費を含む 
 
 



別  紙 
 
 
（書き切れない場合は別紙に記載） 
特定建設資材廃棄物 
の種類 施 設 の 名 称 所  在  地 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

※受注者が選択した施設を記載。 
※特定建設資材廃棄物の種類は、「コンクリート」「コンクリート及び鉄から成

る建設資材」「木材」「アスファルト・コンクリート」の４種類から選択して

記入。 
 
 
 
 



 
参考様式１ 

                説  明  書 

 
                          平成   年   月   日 

 

（発注者） 

             様 
 
 

                氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名)                          
                （郵便番号   －    ）電話番号   －    －      

                住所                                                           
 
  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12条第 1項の規定により、対象建設工
事の届出に係る事項について下記のとおり説明します。 

 
 
                    記 

 
１．説明内容   添付資料のとおり 

 
２．添付資料 

 
  ①別表（別表 1～3のいずれかに必要事項を記載したもの）    
      □別表 1（建築物に係る解体工事）                
   □別表 2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替））    
   □別表 3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

 
    ②その他の別添資料（添付する場合） 
      □工程表 
 
   注 別表１～３は、参考様式２の別表１～３を参照 

 
 
 
 
 



参考様式２ 
 

通 知 書 

 

平成  年  月  日 

 
          知事 
          市区町村長 殿 
 
          （工事発注者）発注者職氏名：            
                  住  所 ：            
  
 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 11条の規定により、下記のとおり通知
します。 

記 
所 属 名      
担当者職

フリガナ

氏名  

連

絡

先 
電話番号        －   －      （内線     ） 
工事の名称  

工事の場所     都道府県     市区町村 

工事の概要 

工事の種類 
 □建築物に係る解体工事  □建築物に係る新築又は増築の工事 
 □建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 
 □建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（       ）注１

工事の規模 
 建築物に係る解体工事      用途   、階数   、工事対象床面積     ㎡ 
 
 建築物に係る新築又は増築の工事 用途   、階数   、工事対象床面積     ㎡ 
 
 建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 
 
                 用途   、階数   、請負金額     万円（税込） 
 
 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等               万円（税込） 
 

 

 工 期  平成  年  月  日～平成  年  月  日 
 工事着手予定日： 平成  年  月  日 

会社名  現場代理人
フリガナ

氏名  
所在地 〒 

請

負

者 電話番号    －  －   （内線  ） ＦＡＸ    －  －    
※受付番号          
注１）建築物以外のものにかかる解体工事又は新築工事等の場合は工事の具体的な種類を 
   記載する。（例：舗装、築堤、土地改良等） 
注２）別表１～３のいずれかに必要事項を記載したものを添付 



参考様式３ 
  

再資源化等報告書 

平成  年  月  日 
 
（発注者） 
 
               様 
 
      氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）                

       （郵便番号   －    ）電話番号   －   －   －     

      住所                             
 
 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１８条第１項の規定により、下記のと

おり、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 
 
記 
 
１ 工事の名称                               
 
２ 工事の場所                               
 
３ 再資源化等が完了した年月日    平成  年  月  日 
 
４ 再資源化等をした施設の名称及び所在地 
  （書ききれない場合は別紙に記載） 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 
   

   

   

   

 
５ 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用         万円（税抜） 
 
（参考資料を添付する場合の添付資料） 
 □ 再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの） 
 □ 再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの） 
 



参考様式４ 

                告  知  書 

 
                          平成   年   月   日 

 

（下請負人） 

             様 
 
 

                氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名)                          
                （郵便番号   －    ）電話番号   －    －      

                住所                                                           
 
  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12条第 2項の規定により、対象建設工
事の届出に係る事項について告知します。 

 
                    記 

 
１．添付資料 

 
  ①別表（別表 1～3のいずれかに必要事項を記載したもの）    
      □別表 1（建築物に係る解体工事） 
   □別表 2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 
   □別表 3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

 
          注 別表１～３は、参考様式２の別表１～３を参照 

 
    ②その他の添付資料（添付する場合） 
      □案内図 
      □工程表 

 
〔注〕本様式は下請負人に対して告知することにあたり、書面で行う場合の標準様式を参 
  考として示すものである。 
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